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図2 被害の連鎖構造（例） 
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慶應義塾大学大学院経営管理研究

科教授。1983年京都大学法学部卒

業。日本郵船（株）勤務を経て96年

シカゴ大学から行政学博士号を取得。
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研究科に勤務し、2006年より現職。

その間、スタンフォード大学客員助教
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グループ座長、06年に内閣府企業等

の事業継続・防災評価検討委員会

の座長を務めるなど政府委員も歴任。
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図1 事業継続の取り組みの流れ 

1  方針

2  計画
2.1  検討対象とする災害の特定 

2.2   影響度の評価 
　2.2.1   停止期間と対応力の見積もり
　2.2.2   重要業務の選定 
　2.2.3   目標復旧時間・目標復旧レベルの設定 

2.5   事業継続計画の策定
　2.5.1   指揮命令系統の明確化 
　2.5.2   本社等重要拠点の機能の確保 
　2.5.3   対外的な情報発信および情報共有
　2.5.4   情報システムのバックアップ 
　2.5.5   製品・サービスの供給関係 

3.2  文書の作成 
　3.2.1  計画書およびマニュアルの作成 
　3.2.2  チェックリストの作成 

2.6  事業継続とともに求められるもの
　2.6.1  生命の安全確保と安否確認
　2.6.2  事務所・事業所および設備の災害被害軽減
　2.6.3  二次被害の防止
　2.6.4  地域との協調・地域貢献 
　2.6.5  共助、相互扶助 
　2.6.6  その他の考慮項目 

3.5  災害時の経営判断の重要性 

3.4  計画が本当に機能するかの確認 

3.3  財務手当て 

3.1  事業継続計画に従った対応の実施 
2.4  重要な要素の抽出 

2.3  重要業務が受ける被害の想定 

4  教育・訓練の実施

3  実施および運用

5  点検および是正処置

6  経営層による見直し
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